
平 成 17 年 1 2 月 

金   融   庁 

 

 

金融庁の平成 18 年度機構・定員及び予算について 

 

 

我が国の金融システムを巡る局面の転換を踏まえつつ、金融庁の任務

を引き続き的確に果たすため、市場行政体制の強化を中心に、以下のと

おりの体制整備及び総額約 211 億円の予算が認められた。 

 

１．体制整備の概要 

(1) 市場行政体制の強化〔40 人〕 

① 総務企画局市場課及び企業開示課の体制を市場業務担当参事官

及び開示業務担当参事官の設置等により強化するとともに、市場

監視機能の多様化・高度化を踏まえ、証券取引等監視委員会事務

局の体制を２課３室体制から５課１官体制へ再編。 

  ② 証券取引法の一部改正を踏まえ、有価証券報告書等の虚偽記載

に係る課徴金調査体制を整備するとともに、監査法人等に対する

検査体制、外国為替証拠金取引業者に対する監督体制、利用者相

談体制等を強化。 

(2) 実効性・効率性の高い検査・監督体制の整備〔24 人〕 

① 保険業法等の一部改正を踏まえ、少額短期保険業者に対する検

査・監督体制を整備するとともに、銀行法等の一部改正を踏まえ、

銀行代理業者に対する監督体制を整備。 

② 業態横断的な監督業務の重要性の高まりを踏まえ、コングロマ

リット室を設置するとともに、より効率的・実効的な検査の実施

を目的とした金融検査評定制度の導入に伴い、評定審査官を設置

するなど、検査・監督体制を整備。 

 



【内訳】 

 17年度末定員 定員削減 18 年度増員 18年度末定員 

総 務 企 画 局 289 ▲4 16   304 (注) 

検 査 局 454 ▲6 6 454 

監 督 局 203 ▲3 21 221 

証券取引等監視委員会 307 ▲5 19   318 (注) 

公認会計士・監査審査会 41 － 2 43 

計 1,294 ▲18 64 1,340 

（注）総務企画局及び証券取引等監視委員会の 18 年度末定員は、定員振替による増減を含む。 

（参考）17 年度の定員削減は「▲17」、増員は「109」で、「92」の純増。 

 

 

２．予算 

 

(1) 有価証券報告書等に関する電子開示システム（EDINET）の開発に

必要な経費など、総額で約 211 億円の予算を確保。 

 

(2) なお、預金保険機構に係る政府保証枠については、金融システム

の安定を引き続き揺るぎないものとするとの考え方に基づき、50 兆

1,500 億円を確保。 

 

 

以 上 

 



 

平 成 17 年 度 平 成 18 年 度 対 前 年 度 対 前 年 度
当 初 予 算 額 概 算 決 定 額 増 △ 減 額 伸 び 率

(A) （B） (B-A) (B-A)/(A)
百万円 百万円 百万円 ％

そ の 他 2,385 2,212 △ 173 △ 7.3

18,721 21,072 2,350 12.6

(注) １．各々の計数を百万円未満で四捨五入したため、計数が符合しない場合がある。

  　　２．預金保険機構に係る政府保証枠については、金融システムの安定を引き続き揺るぎない

　　ものとするとの考え方に基づき、50兆1,500億円を確保。
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（単位：百万円、％）

平 成 17 年 度
当 初 予 算 額

平 成 18 年 度
概 算 決 定 額

対 前 年 度
増 △ 減 額

対 前 年 度
伸 び 率

(A) (B) (B-A) (B-A)/(A)

14,408 16,612 2,204 15.3

人　　　件　　　費 9,075 9,644 569 6.3

物　　　件　　　費 5,333 6,968 1,635 30.7

3,764 3,897 133 3.5

人　　　件　　　費 2,960 3,131 171 5.8

物　　　件　　　費 804 765 △ 39 △ 4.9

549 563 14 2.6

人　　　件　　　費 438 458 20 4.6

物　　　件　　　費 111 105 △ 6 △ 5.4

18,721 21,072 2,351 12.6

人　　　件　　　費 12,473 13,234 761 6.1

物　　　件　　　費 6,248 7,838 1,590 25.4

　　　(注) 各々の計数を百万円未満で四捨五入したため、計数が符合しない場合がある。

（参　考）
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証券取引等監視委員会
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